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諸障害をもつ人々の諸権利に関する条約
１ はじめに
｢諸障害をもつ人々の諸権利に関する条約｣ (Convention on the Rights
of Persons with Disabilities 外務省公定訳文案では ｢障害者の権利に関す
る条約｣) 第27条 (労働及び雇用) 第１項は ｢締約国は, 障害者が他の者
との平等を基礎として労働についての権利を有することを認める｡ この権
利には, 障害者に対して開放され, 障害者を包容し, 及び障害者にとって
利用しやすい労働市場及び労働環境において, 障害者が自由に選択し, 又
は承諾する労働によって生計を立てる機会を有する権利を含む｡ 締約国は,
特に次のことのための適当な措置（立法によるものを含む｡）をとること
により, 労働についての障害者（雇用の過程で障害を有することとなった
者を含む｡）の権利が実現されることを保障し, 及び促進する｡｣ とし, そ
の（i）号は ｢職場において合理的配慮が障害者に提供されることを確保
すること｡
(１)
｣ と定めている｡
障害者がその能力を発揮して職場において労働しようとしても, その能
力を発揮できる環境を設けたり, 労働できるための配慮がなされたりしな
ければ, その能力をほとんど発揮できなくなる｡ また, 障害者が加齢によっ
てその能力が減少していった場合に, その状況に応じた配慮がなされる必
要もある｡ 非障害者が加齢によって能力が低下した場合でも同じことがい
えるけれども, 障害者はもともと心身に無理をして生活・労働してきた場
合が多く, 加齢による影響が大きくでかねない｡
本稿で取り上げるのは, 障害者雇用枠で採用されたＮ県職員 (Ｘ｡ 以下
Ｘという｡) が, 身体能力が落ちたという理由で研修を命じられ, その後
自主退職を助言されたが, それに従わなかった後, 降任処分されたのを不
服として審査請求におよんだ事件である｡ 筆者は, 種々の障害者団体, 障
害者法制研究者などに縷々問い合わせたけれども類似事案を見いだすこと
ができなかった｡ 障害者が退職勧奨を受けてそれを拒否し, 降任処分され,
それに対して不服申立すること自体が障害者にとって非常に勇気のいるこ
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とであり, 日本法制においては審査請求自体が難しいが故に類似事案がな
いと筆者は推測している｡
本件は, 2009年11月24日に不服申立がなされた｡ その後Ｘより準備書面,
Ｙより答弁書, Ｘより反論書, Ｙより再答弁書, Ｘより再反論書, Ｙより
再々答弁書, Ｘより再々反論書が提出された｡ 準備手続きは2011年５月23
日 (１時間10分), ８月11日 (１時間), 10月19日 (45分) および2012年８
月１日 (１時間15分), ４人に対する口頭審理 (証人尋問) は2011年12月
20日 (証人一人で２時間10分), 2012年３月23日 (証人二人で３時間25分)
および同５月23日 (証人一人で２時間) である｡
2012年５月23日証人尋問終了後, 人事委員会は職権による本人尋問をし
たいとＸに申し入れてきた｡ 難聴および発語障害のある者がどのような方
法で尋問を行うかは注目されるところである｡ その方法について話し合わ
れた2012年８月１日の第４回準備手続き後, 同11月15日現在, まだ本人尋
問は行われていない｡ 審査請求以来３年がたとうとしているのに, 口頭審
理が３回で７時間35分, 準備手続きは４回で４時間10分費やされたにすぎ
ない｡ 当事者の都合とはいえ, 時間がかかりすぎ, Ｘは定年退職せざるを
えず, Ｘの降任処分が取り消されたとしても, その地位にふさわしい適職
遂行が不可能になった｡
本稿では, 重度身体障害者であるＸが降任処分を受けたことに対し, Ｎ
県人事委員会に不服申立した内容をまず述べ, 次に準備手続および口頭審
理で明らかになった問題を述べる｡ 最近障害者法制が種々 ｢改正｣ されて
おり, 複雑を極めるけれども, 本件事実関係と関連法規適用は当時のもの
が問題となっているため, 法規定は冒頭陳述が行われた2011年12月20日ま
でのものであることをお断りしておく｡
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２ 事実の経緯
21 Ｘの出生と障害
(1) Ｘの出生からＮ県事務吏員採用まで
Ｘは, 1951年に出生し, 出生時に脳に障害をうけた｡ 身体障害者手帳記
載の処分当時の障害名は ｢リットル氏病による両下肢の機能障害 (2) 先
天性難聴による両耳 60dB以上損失 (6)｣ であるけれども, 下肢機能だけ
でなく, 体幹機能障害 (アテトーゼ型) があり, 発語障害もある｡ 当時の
新生児医療の貧困がＸの障害をもたらしたと推定されている｡ 障害の特徴
の一部として, 自己の意思と無関係に筋肉が動く場合がある｡ 笑うつもり
がないのに, 外見上笑ったように見えたり, 声が不用意にでてしまったり
するときがある｡ そのため, 他から誤解を受ける場合がある｡
Ｘの障害が治らないとわかったとき, Ｘの母およびＸ審査請求人代理人
である父ＡとがＸを出来る限り外へ連れ出すことを心がけた｡ 1950～60年
代は障害者を家の中に閉じこめておくのが当たり前であったが, それを両
親はしなかった｡ Ｘの積極性はそこから生まれたと思われる｡ しかし, 障
害者を外にだす際に, 家族への偏見や蔑視があったことも事実である｡
小学校は ｢就学猶予｣ という名前による義務教育からの制度的排除が１
年間行われた｡ そのため, 他の生徒より１年遅れて入学した｡ 東京板橋の
｢整肢療護園｣ に親から離れて入所しながら ｢東京教育大学教育学部附属
桐が丘養護学校｣ に２年間在籍し, 機能訓練などを受けた｡ 高校はＮ県の
地元の普通高校, 大学は東京都内の４年制大学を卒業した｡ 取得した資格
は学芸員資格および社会福祉主事任用資格であった｡
大学入試センター試験で現在行われているような障害者などへの特別措
置は当時全くなかった｡ 高校も大学も時間延長などの障害者向けの入試制
度や学期末試験制度がなく, 筆記に困難をともなった｡ 日常生活において
もその後も重度身体障害者として様々な差別やいじめにあったことは枚挙
にいとまがない｡ 東京の大学通学のため下宿を探したが, 障害者というだ
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けで下宿がなかなかみつからなかった｡ 理解ある方の下宿に入ることがで
きても同宿者からの蔑視はひどいものがあった｡ 一例をあげるならば, 隣
室の学生が大音量で音楽をかけ, あまりにひどいのでＸが少し静かにして
くれと頼みに行ったそうである｡ その後同居していたＸの実兄Ｂ (本件審
査請求人代理人｡ 以下Ｂという｡) が外出から帰ってきたところ, その学
生はＢに ｢音楽がうるさいと言ってきたが, おまえの弟はカタワモノでは
ないか｡｣ などとＸの抗議とは何ら関係のない反論を口にするも不快な差
別語を並べたて, Ｂにくってかかった｡ 障害者が文句を言うなどもっての
ほかと当該学生は考えたと思われる｡ 本件Ｘの言動に対するＹの記録や記
述を見ると, 本件関係者は, この学生とほぼ同年代であり, 似たような感
覚があるのではないかと思われる｡
当時は, 今と違い, 大学卒業前に, 会社から学生に就職のさそいがある
時代であった｡ Ｘが障害者であると知ると相手は全く連絡をしなくなった｡
1975年に大学卒業後大学院進学をしようとしたがかなわず, １年間同大学
にて社会福祉主事課程で学んだ後, 就職口がないため, 社会福祉法人Ｗ園
に就職し写真植字に従事した｡ 同じころに普通自動車運転免許 (オートマ
チック車限定) を取得した｡ それにより長距離移動が可能となり, のちに
遠くの工場へ働きに行けるようになり, さらにＮ県庁職員となった後, 準
公用車を運転して上司を同乗させることにつながった｡ Ｎ技術専門校に入
校し, その後有限会社Ｕ電機工業に就職し, タイプライター製造に従事し
た｡ その後, Ｎ県で障害者雇用枠による採用があると聞き, 猛勉強の末,
1983年４月１日にＮ県事務吏員に任命された｡
(2) Ｎ県事務吏員としての職務および障害
ＸはＮ県事務吏員として1983年に障害者雇用枠で採用され身体障害者リ
ハビリテーションセンター (現 ｢総合リハビリテーションセンター｣｡ 以
下 ｢センター｣ という｡) 庶務部業務課に配属され, 診療報酬請求事務,
具体的には現金取扱, 窓口徴収事務, レセプト入力事務, 薬価基準表入力,
甲点数表入力, カルテ内容の確認などの業務をした｡ その後, 1992年にＮ
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地方事務所税務課集税第１係に配属され, 県税滞納整理にあたった｡ 2003
年にセンター管理部総務課に転任し環境整備などを行った｡
Ｘの身体障害者手帳に記載されている, 旅客鉄道株式会社旅客運賃減額
は１種, 身体障害者等級表による級別は２級である｡ 発語障害ならびに上
肢および体幹にも運動障害があるが手帳にはその旨の障害名はない｡ Ｘは
｢障害者の雇用の促進等に関する法律｣ (以下 ｢障害者雇用促進法｣ という｡）
による障害者雇用率算定にあたっては障害者一人で二人分にカウントされ
る重度身体障害者でもある｡
22 本件処分にいたるまでの経過
以下, 本件事案の経過と問題点を述べる｡
(1) 研修指示
Ｘに対して ｢職員への支援・指導プログラム｣ により2007年７月～2009
年４月まで観察・指導および研修が命じられた｡ しかし, この間の業務は
Ｘが以前センターで行っていた事務作業を中心とするものではなく, アテ
トーゼ型のリットル氏病の障害をもつＸにとって不利な, 倉庫における帳
面つけ, 新聞切り抜きおよびコピーなどであった｡
(2) 自主退職の助言および降任処分
2008年５月から2009年４月までの１年間の研修を終え, 全体評価が５段
階評価の１で評価が低いため, 2009年７月22日付けで ｢『職員への支援・
指導プログラム』 に基づく自主退職の助言について (通知)｣ が発出され
た｡ Ｘは退職の意思を示さなかったので, 2009年10月１日付けをもって降
任処分を受け, 給与は大きく減額された｡ Ｘは手術のため休職したことが
あり, 休職期間があると給与が減額されるので, それのない年である1998
年の総年収から, 降任された後休職せずに働いた2010年の総年収を引くと
約240万円以上減額された｡ この２級職の主事から１級職の主事に降任さ
れたことを不服として2009年11月24日に審査請求がなされた｡
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31 本件研修評価および記録作成の問題
２年にわたるＸとＹとの準備書面のやりとりならびに2011年５月23日,
同８月11日および同10月19日の３回の準備手続きを通じて, 以下の事実が
明らかになった｡
(1) 記述の問題
① ｢職員の観察・指導記録｣ 作成のずさんさ
｢職員の観察・指導記録
(２)
｣ では平成19年７月２,６,９,13,17および23日
の ｢観察・指導の内容｣ 欄には ｢新聞の切り抜き記事を選定, 示して コ
ピーし, ファイルにして回覧を指導｣ (下線は筆者) という文言が空白の
一文字もふくめた同一文が６回でてくる｡ １文字空白が文書作成における
誤りであることは明白で, 同じ文を書くとしても次の月に誤りに気づけば
それを直すのが文書作成の常識である｡ 綿密に事実を当日記録していたな
らこのような誤りに気づいたはずで, 気づかなかったとすれば, 後日まと
めてコピーアンドペーストいわゆる ｢コピペ｣ したとしか言いようがない｡
しかも, Ｘの成果等を問題視したなら, 各記述日における記述を次の ｢観
察・指導の内容｣ に生かすべきであるのに, それが全く反映されていない｡
仮にまとめてコピペしなかったとしても, このようなことがらに気づかず
にＸの行動を評価していたとしたらＸの行動を厳密に観察していたのか,
大いに疑問が生じる｡
② 評価記録のずさんさ
次に, 平成20年５月分から平成21年４月分の ｢研修効果, 勤務状況チェッ
クシート
(３)
｣ (以下 ｢チェックシート｣ という｡) 中の ｢勤務状況, 改善状況
の記録｣ 欄の文の一致率をみてみる｡
１の ｢業務の指導内容とそれに対する職員の反応｣ については平成20年
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３ 問題点 準備書面交換および証人尋問で明らかにされた
こと
７月～同21年４月
(４)
までは空白のままの欄が続き, その一致が12分の10の一
致で83.3％である｡ ２の ｢『仕事への取り組み姿勢, 規律厳守, 勤勉さ,
協調性』 の改善状況｣ については, ｢無断で席を離れることが多い｡｣ の文
の一致
(５)
が12分の12で100％である｡ ３の ｢『仕事の速度, 確実性』 の改善状
況｣, ４の ｢『仕事に対する積極性, 責任感』 の改善状況｣, ５の ｢『業務に
関する知識, 技術, 能力』 の改善状況｣ および６の ｢身体の状況, 通院状
況等｣ にいたっては全文が完全に同じ
(６)
で100％一致である｡ ７ ｢その他
(休暇取得, 勤務の様子, その他) 特記事項｣ は ｢新聞記事を声を出して
読んだり, 感想を言うのか, 意味不明な独り言を大声で言う回数が多くなっ
ている｡｣ という同文一致が平成20年９月～平成21年４月分まで12分の８
で66.7％となっている｡ ほとんど同じ文である ｢新聞記事を声を出して読
むのか, 意味不明な独り言を大声で言う回数が多い｡｣ という平成20年７
月および８月分
(７)
を加えると年休について記載した平成20年５月および６月
分の２件
(８)
以外は12分の10が一致し, 83.3％の一致率となる｡ 完全に一致し
た文の数を合計すると84分の75となり89.3％である｡ 項目２の ｢無断で席
を離れることが多い｡｣ という文が平成20年５月～平成21年４月までのチェッ
クシート全てにあるので, それを一致した文が含まれているものとして合
計すると, 84分の77となり91.7％となる｡
さらに驚くべきは, 2008年７月分
(９)
および同年８月分
(10)
のそれはチェック項
目の評点および ｢勤務状況, 改善の記録｣ 欄の記載が完全に一致すること
である｡ 同年９月分から2009年４月分のそれら
(11)
はチェック項目の評点およ
び ｢勤務状況, 改善の記録｣ 欄の記載が完全に一致する｡ 平成20年９月分
チェックシート
(12)
の表題である ｢研修効果, 勤務状況のチェックシート (20
年９月分)｣ の年月欄の数字さえ変えれば, 後の７ヶ月分のチェックシー
ト
(13)
が一瞬にしてできあがる｡ しかも, チェック欄の評価数値の並びは ｢規
律厳重｣ が２, ｢勤勉さ｣ が２, ｢仕事の速度｣ が１, ｢仕事の確実性｣ が
１, ｢協調性｣ が２, ｢積極性｣ が１, ｢責任感｣ が２, ｢理解力｣ が１,
｢知識・技術｣ が１および ｢報告｣ が１ならびに総合評価は１であり, １
年間の全チェックシート
(14)
の数値が全て同じである｡ 要するに132項目の評
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価のためのチェック数値が１文字も違わずに一致するのである｡
これは偶然の一致とはとても思えない｡ １ヶ月という長い時間をおいた
数値が仮に一致することがあるとしても, ｢勤務状況, 改善状況の記録｣
の文章まで完全に一致するのは常識ではありえない｡ Ｘの上司が問題と思っ
た点につきどういう指導をしたのか, それに対する改善がどうなったのか,
指導があればその反応についてもそれ相応の評価が記述されてしかるべき
である｡ しかし, 平成20年５月～平成21年４月分のチェックシートにそれ
を見ることはできない｡ ほとんど同一文書とみられる, このようなものを
作成している記録者および判定者が下したチェック数値に信用がおけるで
あろうか｡ チェックシート全体がＸに対する退職の助言および降任処分を
導くための作文と推認でき, これが人事考課の判定に使われたとすれば許
しがたいことである｡
この評価者や記録者が誰で, いつ, どこにいて本当に職場でそれを書い
たのか準備手続きにおいてＹ指定代理人にＢは問いただした｡ ところが,
この評価に関わる, 後に証人となる YS前課長 [当時のＸの直近上司であ
る管理部総務課長｡ 筆者注] の在勤について質問したところ, Ｙ指定
代理人は ｢本県では, 出勤簿のようなものはございません｡ 有給休暇の取
得をシステムで管理している｡ であるから, YS前課長が作成した日に居
たかどうかの確認は, 審理に必要な範囲でお答えすることはできるが, 資
料として開示することは, 職員のプライバシーに関わる事項であるので,
ご容赦いただければと思います
(15)
｡｣ と答えている｡ これは驚くべき発言で
ある｡ 出勤簿がないとすると, 超過勤務や休日出勤の際の手当計算をどの
ようにされているのか理解に苦しむ｡ ｢審理に必要な範囲でお答えするこ
とはできるが, 資料として開示することは, 職員のプライバシーに関わる
事項｣ と述べていることは全く理解できない｡ なぜなら資料として開示で
きないのに, ｢審理に必要な範囲でお答えできる｣ とはどういう意味か理
解できないからである｡ Ｘは, 証人らのプライバシーを知るつもりは全く
ない｡ なぜ在勤の証明に有給休暇の取得について聞く必要があるのであろ
うか｡
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この ｢チェックシート｣ には日付が一切記されておらず, いつ誰がどの
ように具体的に評価したのか, 評価した日に評価者が職場にいたのかもわ
からない｡ いつ出勤したかも資料をもって答えられないとＹ指定代理人は
回答してきた｡ このようなチェックシートが記録といえるであろうか｡ Ｘ
におのおの指導があったのならば, 誰が指導し, その内容とそれに対する
判定者の反応が書かれてしかるべきであるが, 判定者や指導者の具体的な
名前の記述もない｡
このような記録を見た所属長 (チェックシートには所属長氏名として,
後に証人となるセンター所長 KHの名前がある｡) が, 判定をきちんと見
ていたら, このようないい加減な評価を見逃し, 容認することがありえた
であろうか｡ このようなずさんな行為をしていたとすれば, それこそ地方
公務員法第30条（服務の根本基準）｢すべて職員は, 全体の奉仕者として
公共の利益のために勤務し, 且つ, 職務の遂行に当つては, 全力を挙げて
これに専念しなければならない｡｣ に違反していると言わざるをえない｡
上述したように, このチェックシートには KH所長の氏名がのっている｡
しかし, その確認日付けはどこにもない｡ KHは医師であるけれども, 専
門医がチェックしたのなら項目６の ｢身体の状況, 通院状況等｣ では ｢リッ
トル氏病及び脳性マヒ｣ とある記載の容認は理解できない｡ Ｙ指定代理人
が認めたように
(16)
｢リットル氏病｣ と ｢脳性マヒ｣ は同じ病気である｡ 医師
である所長がこれを１年以上も見逃したのは理解できない｡ ｢人事記録カー
ド
(17)
｣ には, 備考欄に ｢身体障害者 肢体・体幹機能障害２級｣ と書いてあ
り, チェックシートの記述はこれと食い違っている｡ KHは人事記録カー
ドとチェックシートを照らし合わせたことがあるのであろうか｡
③ 記述の矛盾
さらにチェックシートの記述が矛盾している例がある｡ 平成20年５月の
チェックシート中 ｢勤務状況, 改善状況の記録｣ 欄の２に ｢１台しかない
コピー機を独占し, 急ぎの職員のコピーが入り込めない状況であったが,
説明すれば譲ることができるようになった
(18)
｣ とある文と全くの同文が平成
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20年６月のそれの２にある
(19)
｡ 次の評価まで一月経過したはずの記録が奇妙
にも次の月にもあり, ｢説明すれば譲ることができるようになった｣ とい
う, 改善されたはずのことが全くの同文としてどうしてでてくるのであろ
うか｡
(2) チェックシート作成方法をめぐる問題
Ｘは, 当初チェックシートがコピペによってつくられたものと考えてい
た｡ しかし, 132項目の数値の一致やあまりにも多い表記の一致があるた
め, なぜこのような記録が出来上がったか疑問に思った｡ そこで, 準備手
続きにおいて, ＢはＹ指定代理人にパソコンに残っているチェックシート
のファイルを見せてほしいと述べた｡ Ｙ指定代理人は, 文書ファイルはセ
ンターには ｢無い
(20)
｣ と述べた｡ さらに, Ｎ県の ｢電磁的記録取扱要領｣ を
引用して文書は ｢随時消去が可能
(21)
｣ と述べた｡
Ｂは, ファイルが消去されたとしても, コンピュータの記憶媒体にファ
イルが残っているはずなので, 復元可能であると述べたところ, 消去した
のではないことが第３回準備手続において明らかになった｡ Ｙ代理人 [弁
護士｡ 第３回準備手続より参加 筆者注] は, ｢上書きです｡ ファイル
そのものを削除しているわけではありません
(22)
｡｣ と述べた｡ 前のチェック
シートファイルを上書きして新しいチェックシートファイルが作られてい
たため, 当時のチェックシートそのものの文書ファイルは全く残っていな
いという説明がなされた｡
このような方法, つまり必然的に前のものを踏襲しがちになる (実際に
は本件のように, 全く同じ表現になる例がきわめて多い) 上書きという方
法で作成した記録の数値や記録内容に信用がおけるであろうか｡ これなら,
面倒なコピペは必要ない｡ Ｙが降任処分の根拠とし, 証拠として提出して
きたチェックシートなどが本当に証拠としての価値をもつといえるであろ
うか｡ これが退職の助言や降任処分の根拠に使われたとすれば許しがたい
ことである｡
この文書作成については, 再々答弁書と準備手続きにおけるＹ指定代理
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人の発言には食い違いがある｡ すなわち, Ｙの再々答弁書では ｢コピぺを
多用しているのは, Ｘに注意を促しても改善が認められなかったことなど,
記録上, コピぺを多用するのに相当の理由があったためであり, 決して当
該文書を後日まとめて 『コピぺ』 して作成したわけではない
(23)
｡｣ と当初主
張されていた｡ これは ｢職員の観察・指導記録
(24)
｣ がコピペではないことを
述べたものであるが, そのすぐ後でチェックシート
(25)
についてもコピペでは
ない反論として ｢先に述べたとおり｣ としており, チェックシートもコピ
ペではないと述べている｡ 再々答弁書では, 明らかに ｢コピペを多用する
のに相当の理由があった｣ と述べている｡ コピペは明らかに別の文書があっ
て, それをコピーアンドペーストして別のもう一つの文書を作ることを言
う｡ それなら, 文書ファイルが残るはずである｡ ところが上書きは文字通
り, 前の文書をそっくり利用することである｡
どうしてこのような主張の食い違いが生じたのか｡ 再々答弁書では, コ
ピペをしたということで文書ファイルが少なくともあるかのように取れる
回答がなされた｡ 厚生労働省の村木厚子社会・援護局長の冤罪事件を引合
いにだし, 作成日付がわかるのでＢが文書ファイルを見せてほしいと強く
述べると, 今度は, それは消去したとＹ指定代理人は述べた｡ 消去したな
ら, 復元ソフトで復元できるとＢがさらに述べると, 今度は上書きしたか
ら何も残っていないとＹ代理人は述べた｡ Ｘの身分に関わる重要文書が,
いつ, 誰が, どこで, どのように作られたのかもわからないままになって
いるのはすでに述べたとおりである｡ このような証拠に関する重要な取り
扱いの変遷についてＹ指定代理人およびＹ代理人の発言について, 大きな
疑問をいだかざるをえない｡
(3) 情報の非対称性
上書きという真実性が疑われるような方法で, 人事評価が行われていた
ことは, Ｂが, 記録がコンピュータに残っているなら見せてほしいと何度
も述べてようやく明らかになったことである｡ このように, ＹとＸとのあ
いだには情報の非対称性が圧倒的にある｡ 当初はコピペで作られたといい,
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次に消去したと言われたので, 消去されてもファイルはコンピュータに残っ
ているはずだとＢが述べると, 今度は上書きにより文書が作られたと前言
を翻した｡ 評価の記述方法が明らかになるのに処分から２年以上かかった
ことになる｡
Ｘ審査請求人代理人であるＢは公益財団法人大学基準協会の専門評価分
科会委員として他大学を評価したことがあり, また近畿圏の障害者施設ネッ
トワークにおいて100近い施設の苦情解決委員をし, 多くの施設を評価し
てきた｡ いずれの場合も, 少なくとも本件事案で行われたような評価方法
はとれなかった｡ なぜなら, 評価は公開され, また, 評価された方も反論
できる制度があったからである｡ 評価する際には, それが積極的なもので
あれ, 消極的なものであれ, 必ず資料を正確につけることが求められてい
たし, その評価に対しては, 評価された方がこれまた具体的資料をもって
反論できるようになっていた｡ 本件においてなされたようないい加減な評
価は制度上とうてい許されるものではなかった｡
32 研修自体の問題
(1) 合理的配慮の欠如
本件には, 障害者雇用に関わる大きな問題が含まれている｡ すなわちＸ
の障害状態を勘案して適職が選ばれたのではなく, むしろ全く不利な作業
が命じられたことである｡
我が国が署名し, 批准のための準備が進められている ｢諸障害をもつ人々
の諸権利に関する条約｣ (外務省公定訳文案では ｢障害者の権利に関する
条約｣) 第27条 (労働及び雇用) 第１項（i）号 ｢職場において合理的配慮
が障害者に提供されることを確保すること｡｣ に明らかに反している｡ 本
条約が未批准であるとしても, 平成23年８月５日法律第90号により改正さ
れた障害者基本法は, 第４条 (差別の禁止) は第１項で ｢何人も, 障害者
に対して, 障害を理由として, 差別することその他の権利利益を侵害する
行為をしてはならない｡｣ と定め, 第２項で ｢社会的障壁の除去は, それ
を必要としている障害者が現に存し, かつ, その実施に伴う負担が過重で
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ないときは, それを怠ることによつて前項の規定に違反することとならな
いよう, その実施について必要かつ合理的な配慮がされなければならない｡｣
と定めており, Ｙの行為はこれら条項に明らかに反している｡ Ｘの研修時
には上記改正条文がなかったとしても, 旧法第３条（基本的理念）は第３
項で ｢何人も, 障害者に対して, 障害を理由として, 差別することその他
の権利利益を侵害する行為をしてはならない｡｣ と規定していた｡ 障害者
に不利な業務命令を出し, それが低い評価につながるとすれば障害者差別
以外のなにものでもない｡
(2) 同意の意味
本件事案では, 同意の上で研修が行われたかのようにＹは主張している｡
しかし, ＹとＸの間には, 圧倒的な情報量とその質に相違がある｡ しかも,
Ｘの難聴, 発語障害のゆえにその差は非障害者に比べて大きくなる｡ Ｙの
書いた各記録を見ると, 障害者を敵視するかのような表現がしばしば見ら
れ, 真に適職を探そうとしたのか, また, そのような配慮をする能力およ
び資格が指導者にあったのか疑わしく思われる｡ それゆえ, Ｘに適職があ
るのにそれをさせてもらえたのかも明らかではない｡
また明らかな支配従属関係におかれた職場において, 障害者だけでなく,
非障害者も含め, 同意というのはほとんどフィクションであることを本件
事案の指導者や評価者は考えたことがあるであろうか｡ 加えて, 本件では,
障害者はもともと他者の意思を無視しにくい人生をおくってきたという点
が無視されている｡ 障害者は ｢すみません｣ と ｢ありがとう｣ をしじゅう
言っていないと生きてこられなかったことをＹはどう考えるであろうか｡
2006年に ｢職員への支援・指導プログラム｣ が開発・導入されてから,
Ｘへの締め付けが強まった｡ 障害者はその持てる能力を必死で発揮しても
なお, 雇用差別があるからこそ, 障害者雇用促進法により, 雇用義務が課
せられている｡ 同法第38条により, 雇用に関する国及び地方公共団体の義
務が一般事業主より高められているのは, 一般企業の使用者を指導する役
割をもたせているからでもある｡ その際に, 利益追求や能率向上だけをも
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とめ, 合理的配慮を欠けば, 障害者の雇用される余地はないに等しい｡ 労
使間に, 仮にフィクションとしての ｢同意｣ があったとしても, 重度障害
者に対してその特性を無視して ｢職員への支援・指導プログラム｣ が機械
的に適用されるならば, 制度的な障害者排除が行われると言わざるをえな
い｡ Ｘは自主退職の助言に応じなかったため, みせしめ的に不当な降任処
分がなされたのではないかとも考えられる｡
33 引用判例の誤り
Ｙは本件降任処分を正当化する根拠として３つの事件に関わる判決をあ
げている｡ しかしそれらはすべて本件事案とは無関係である｡
Ｙは広島の長束小学校長降任事件判決
(26)
および北九州市職員分限事件判決
(27)
をまずあげた｡ 両判決における被処分者は, Ｘと違い障害者ではない｡ ま
た, 被処分者の行った業務阻害行為は被処分者が自らの意思で行ったもの
である｡ 長束小学校長降任事件は ｢勤務評定｣ を自らの意思で提出しなかっ
た事件である｡ しかしながら, 本件におけるＸはそのような業務阻害意思
は全く持っておらず, むしろ業務を必死にこなそうとしてきた｡ 北九州市
職員分限事件は, 生活保護受給者から借金したり, 遅刻を重ねたり破産宣
告を受けたりという, 公務員にあるまじき行為をし, 市民に迷惑をかけた
事件である｡ これまた, Ｘの行動とは全く関係ない事案である｡
そこで, Ｙは新たに平成12年３月22日大阪高裁判決
(28)
を持ち出してきた｡
しかし, この判決と本件を同列に論じることは見当違いもはなはだしい｡
なぜなら, 上記判決事案は, 精神障害者が受診拒否をし, さらに免職処
分を受けた事例である｡ Ｘが受診拒否をしたことは全くないし, 仕事の内
容も全く違う｡
さらに, 本件における法律適用と上記事案とは法適用の要件が決定的に
違っている｡
精神障害者は，障害者雇用促進法では雇用した場合には, 障害者として
雇用率に参入できる｡ しかし, 雇用を義務化すべきとの動きがあるけれど
も, 法律上規定されていない｡ これに対し, Ｘは, 同法にいう障害者雇用
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率算定にあたり, 雇用義務の生じる障害者であり, しかも, 一人で二人分
カウントできる重度身体障害者である｡ Ｘに関わる法制が全く違い, 当然
法的地位も全く違う｡ 上記判決をＹがなぜ証拠として提出してきたのか理
解できない｡ 身体障害者と精神障害者を区別または差別する法制度の問題
点はさておき, 上記判決を証拠として提出する意味はない｡
また, 上記判決では, 1992年に処分がなされているけれども, 1992年当
時精神障害者は雇用されても障害者雇用率に算定されない不当な扱いを受
けており, 障害者雇用率に算定されるようになったのは2006年になってか
らである｡ その点を見ても障害者雇用義務が課せられる障害者であるＸの
法的地位と上記判決にいう精神障害者の法的地位は全く違う｡
34 証人尋問での証言で判明したこと
31～3 までが準備書面のやりとりおよび準備手続で明らかになった点
である｡
その後, チェックシートなどの作成者であった TI証人 (元Ｎ県経営戦
略局人財
ママ
活用チームリーダー) に対しては2011年12月20日に, Ｘの直近上
司であった YS証人 (当時管理部総務課長) およびその補助者であった
KN証人 (当時専門幹兼管理部担当係長) に対しては2012年３月23日に,
KH証人 (センター所長) に対しては同年５月23日に証人尋問が行われた｡
それによって判明した点は以下の通りである｡
(1) チェックシートそのものの問題
チェックシートにおける評価数値を計測する根拠がきわめてあいまいで
ある｡ チェックシートでは, ５が ｢実行して (できて) いる｣, ４が ｢実
行して (できて) いないことが度々ある｣, ３が ｢実行して (できて) い
ないことが多い｣, ２が ｢実行して (できて) いないことが非常に多い｣,
１が ｢全く実行して (できて) いない｣ である｡
TI証人は, Ｙ代理人の尋問に対して ｢５は100％実行しているというこ
とでいいますと, ４は75％程度実行できている, ３は50％程度実行できて
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いる, ２は25％程度実行できている, 逆に75％程度実行できていないとい
う, 感覚で言うと４分割したようなイメージで作ってあります
(29)
｡｣ と述べ
ている｡ チェックシートにある ｢規律厳重｣ の例としては, 離席について,
TI証人は ｢上司に告げることなく席をはずすことが, １週間, 毎日あれ
ば100％できていない, それが３日間あれば50％だとそういう形になるか
と思いますけれども
(30)
｡｣ と述べている｡ 離席が１日５回でそのうちたった
１回でも無断離席とされると, 仮にそれが１週間 (実際にはチェックシー
トの判断期間は１カ月単位であるが, ここでは無視して論をすすめる) 続
けば, 回数でいえば20％が無断離席だが, TI証言によれば100％できない
ことになる｡ TI証言では, 週に３日間あれば50％というが, 労働日は週
５日なのになぜ50％といえるのであろうか｡ さらに TI証人は ｢席を外す
ことなく, １日で, 基本的に休憩時間とか食事の時間を除いてですけれど
も, 基本的に職務をずっとしているといった状態が100％とするならば,
上司に, 例えば, 告げることなく席をはずしている時間があったと, それ
が１週間なり１カ月のうちに何日かあったといった部分で比率みたいな所
は見ていく形になるかと思いますけれども
(31)
｡｣ と述べている｡ 評価対象者
に密着してその行動を評価できるという, いわば ｢神の目｣ でしか評価で
きないことをあたかもできるかのように述べている｡ しかし, この証言で
は, 分母となる離席回数と分子となる無断離席回数の正確なカウントがで
きるかという点が曖昧になることを自ら証言したと言わざるをえない｡ 同
証人は, Ｂが ｢％｣ の数値の具体的根拠を聞いた尋問に対しては ｢目安と
して, その75とか, 70とか80だというのは, あまり, それは厳密な意味が
あるわけではなくて
(32)
｣ と証言している｡ これは, 評価基準自体があいまい
な上に評価者の主観でどうとでもなることを表している｡ また, チェック
シートは, 一ヶ月を振り返って評価するだけであり, 補助表を大量に使っ
て毎日つけた上で一月を総括して記載する方法は予定していなかった
(33)
こと
を考慮すると, 感覚的評価しかできないと考えられる｡
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(2) 総合評価のあいまいさ
Ｘのチェックシートの各項目の数値が, １年を通じて2,2,1,1,2,1,2,1,
1,1で総合評価が１となっており, 平均1.4だが, 仮に１項目でも２があれ
ば平均で1.5になるので四捨五入で２になるのかとＢが問うと, TI証人は,
四捨五入とか切り捨てという考え方でなく ｢こういった項目を全体として
見て, その人が公務員としてやっていけるかという部分を見て, １という
評定になっているのだと思います
(34)
｡｣ と証言した｡ それなら細かい評価項
目はいらないのではないかとＢが質問すると ｢総合評価だけであったらそ
の人の強み・弱みも出てきませんし, 何をもって, この１が出たのかとい
うことが出ないということで個別の点数が付いています
(35)
｡｣ と証言した｡
細かい評価項目と分離して総合評価できることは科学的評価とはいえず,
１カ月という長期間を目分量で ｢総合評価｣ しかねない｡
(3) 評価基準のあいまいさ
評価項目の１～５点の根拠が TI証人と YS証人で違っている｡ YS証人
は ｢評価項目のうち 『仕事の速度』, 『仕事の確実性』, 『積極性』 等につい
ては, 最下位である１の評価をつけざるを得ず, ほとんど足りていないが
『１』 とも判断できない項目 (『規律厳重』 『勤勉さ』 『協調性』 等) につい
ては, ２との評価をつけたところです
(36)
｡｣ と記している｡ さらに YS証人
は, ｢25％がシビアに25％というよりは, 20％から30％くらいの感覚で,
例えば 『２』 の場合ですね, このシビアに25％という話ではない感覚で評
価をしておりますけど
(37)
｡｣ と証言している｡ チェックシート作成者も評価
点が必ずしも厳密なものでないことは前述したとおりであるが, それを運
用する者も厳密さを欠いて評価していることになる｡ 何日勤務しそのうち
何日それが守られたかといった定量的なものではなく, いわば ｢目分量｣
で評価点をつけるシステムになっている｡ しかも一月に一度出す評価も一
ヶ月間の勤務日毎の平均ではなく (当然補助票もない), 一ヶ月をふりか
えった主観的評価に過ぎない｡
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(4) 指導および評価のための研修欠如
YS, KHおよび KN証人のいずれも評価の研修を受けていない｡ Ｘの評
価を具体的に行ったのは YS証人だけであることが４証人の証言より明ら
かになった｡ 指導および具体的に評価した YS証人がどのような訓練を受
けたかというと, Ｂが ｢例えば, ロールプレイングのようなことはやって
いないのですか｡ つまり, こういうことはこういう場合に評価すると｡ あ
なたの評価は間違っている, あなたの評価は正しいと, そういうことです｡｣
と問うと, YS証人は ｢そういうことはなかったと思います
(38)
｡｣ と証言して
いる｡ これで評価の客観性が保てるであろうか｡ YS証言によれば, 評価
方法について何らの訓練も受けていないこと, １月に一度, 一ヶ月をふり
かえって評価したこと, 逆に言えば, 日々細かい記録を作り, 平均値を出
していたわけではないこと, 上書きでチェックシートを作っていたことが
明らかになったことをあわせ考えれば上記証言もうなずける｡
(5) 適職探求と評価に関する問題
YSおよび KN証人がＸの能力を評価し, それについて適職を探そうと
したことは陳述書に記され, ある程度行ったと証言している｡ しかし, 障
害者およびその職業選択に対して専門家に相談したとか, まして YSおよ
び KN証人が専門的に訓練されたという記述や証言は全くない｡ あえて言
えば, 専門家が行うべき判断を非専門家が行ってきただけである｡ しかも,
センターの所長であり, 専門知識をもっているはずの医師である KH証人
は, 身体障害について知識がありながら, プログラム上必要とされる面談
を一度も行わず (１度Ｘと会ったのはプログラムが終わる時
(39)
であり, プロ
グラムに定められていた面談ではない) 放置していた｡ 要するに障害者の
就労には専門家は一人も関わらなかったことになる｡
(6) 障害者雇用の専門知識および自覚の欠如
Ｘは障害者雇用促進法によれば, 一人で二人分カウントできる重度身体
障害者である｡ しかし, そのことを所属長である KH証人は ｢知りません
(40)
｡｣
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と証言している｡ 障害者雇用の何たるかを知らず, また, 指導者としての
自覚のなさが表れている｡ KH証人は, 指導プログラムで行うと定められ
ているＸとの面談は一度も行っていないので初めから所属長たる指導者の
自覚があったのか疑問に思われる｡ KH証人は陳述書も自書したのではな
く, 760字にも満たない他者が書いたほとんど内容のない ｢陳述書｣ を若
干修正して
(41)
署名押印しただけである｡ 指導者である YS証人を統括する責
任者たる所属長の資格および能力さえも疑われる｡
(7) チェック体制の欠如
KH証言によれば, ｢平成18年度 職員への支援・指導プログラム｣ に
は ｢所属長は, 指導者も交えて, ６月, ９月, 12月の月初めに職員と面談
を行う
(42)
｣ と指示されていたにもかかわらず, 一度も面談を行っていなかっ
た (プログラム終了時に一度会ったのみ)｡ 正式には一度も面談せずに,
YS証人の書いた文書を決裁していたことになる｡ YS証人がＸを指導し,
KN証人はその補助者であった｡ しかし, 評価は YS証人が全て行ってお
り, KH証人は所属長としてそれを具体的な検証もせずに追認していた｡
Ｙ再答弁書では所属長である KH所長は, ｢部下からの報告に基づき自ら
検証して勤務成績を判定しており｣ と記されているにもかかわらず, KH
証人は ｢自ら検証はしていません
(43)
｡｣ と証言している｡ YS証人は次長と相
談して評価したようにもとれる証言をしている
(44)
けれども, 次長が以前の記
述の同一性に気づいても良さそうなものだが, その指摘があったという証
言は誰からもなされていない｡ YS証人の判断がチェックされないままＸ
の評価につながったと言える｡
(8) 証言および記述の信憑性について
YS証人は, Ｘの障害原因を誤解していたと推認される｡ YS証人は ｢脳
性マヒ｣ をポリオウイルス感染による ｢小児マヒ｣ と言い間違えていた｡
脳性マヒと小児マヒは症状が全く違う｡ 特にアテトーゼ型のＸの脳性マヒ
の症状と弛緩性マヒが特徴である小児マヒとが混同されることはありえな
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い｡ Ｂに間違いを指摘されると ｢言い間違えました
(45)
｣ と述べたが, Ｘの障
害内容も正確に把握していなかったのではないかと思われる｡ また, Ｘが
毎日大声を上げていたなどと言っていたが, 証人不在の日にそうだったか
証明できるかと問うと, ｢毎日｣ という表現が間違いだと認めた
(46)
｡ YS証人
には誇張癖か虚言癖があるとも考えられる｡
(9) 状況把握不足
KN証人は, Ｘが自宅からタクシーで通勤していると記している
(47)
｡ しか
し, Ｘは寮からタクシーで通勤していたのであり, 自宅からではない｡
KN証人は証言時に陳述書内容を修正した｡ その修正はＸがスクラップ
を当日完成していたと記していた
(48)
ことを当日にはできなかったように変え
た
(49)
ものである｡ 記憶違いなのか, 他の証人の発言と整合性をとるためかは
わからない｡ しかし, いい加減な記憶で陳述書が作られてきたともいえる｡
KN証人はXの行動をよく見ていたかのように書いているけれども, タク
シー通勤についての記述も含め, 記憶の信用性に疑義が生じる｡
本件は, 障害者の行えそうな作業自体が外注に出され, 就労する範囲が
狭められてきたという点からも論じる必要がある｡ 障害者の適職の範囲が
｢合理化｣ の名の下に狭められ障害者の就労が困難にされてきた経緯を無
視できない｡
本件で最も問題になるのは, 障害者雇用を地方公共団体としてどのよう
にとらえたかである｡ 単に法律上義務づけられているから, 障害者を雇用
すると考えるか, 障害者の能力を引き出すために障害者雇用をとらえるか
で障害者に対する対応が違ってくる｡ 障害者の能力を引き出そうという意
欲も能力もなく, 障害名さえ取り違え, あまつさえ, 専門家であるはずの
医師たる所長が１年以上にわたり ｢リットル氏病｣ と ｢脳性マヒ｣ が同じ
病名であるのを看過し, 指導プログラムで定められていた面談さえもない
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４ 小括 今後に向けて
がしろにした｡ そのようなずさんな一連の行為によりＸの指導および評価
がなされ降任処分がなされた｡
2012年５月23日の証人尋問終了後, 人事委員会より, 職権で本人尋問を
したいとの提案があった｡ その際に難聴であり, 発語障害のあるＸの証言
に対してどのように配慮するかが話し合われた｡ 種々のコミュニケーショ
ン支援が話し合われたが, 成案をみず, その後, Ｂが上申書を提出するこ
とにした｡ 以下が人事委員会に提出された上申書である｡
上 申 書
平成24年６月27日
Ｎ県人事委員会 御中
Ｘ審査請求人代理人 Ｂ
上記当事者間の平成21年 (不) 第３号事案につき, 貴委員会より本人尋
問方法につき御下問がありました｡ 以下の諸点をご考慮いただき尋問が可
能かどうか, ご検討いただきたくお願い申し上げます｡ 文中非礼の段, 御
寛恕下さい｡
記
１ Ｘの難聴に対するご配慮（文書による尋問並びにＸ代理人による確認
及び通訳）のお願い
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※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※
Ｘは重複重度身体障害者であり, その障害の一つは難聴です｡ しかし,
聞こえないわけではありません｡ 日常会話では耳元で大声を発し, 補聴器
を使い会話しております｡ Ｘの聴力レベルは現在 70dB以上 (甲第11号証
をご参照下さい｡) で, これは身体障害者福祉法施行規則別表第五号にい
う聴覚障害６級の１ ｢両耳の聴力レベルが七〇デシベル以上のもの（四〇
センチメートル以上の距離で発声された会話語を理解し得ないもの)｣ に
あたります｡ 口頭審理における質問誤解は許されません｡ 口頭質問及び文
書質問をお願いし, Ｘに質問が伝わっているかの確認及び必要な場合の通
訳をＸ代理人にお許しいただきたいと考えております｡
２ 発語障害に対するご配慮 (Ｘ代理人通訳又は付き添い) のお願い
ご教示いただいた民事訴訟法第154条（通訳人の立会い等）第１項には
｢口頭弁論に関与する者が日本語に通じないとき, 又は耳が聞こえない者
若しくは口がきけない者であるときは, 通訳人を立ち会わせる｡ ただし,
耳が聞こえない者又は口がきけない者には, 文字で問い, 又は陳述をさせ
ることができる｡｣ とあります｡ 本規定は, 耳は聞こえないが書記能力に
問題ない者にあてはまり, Ｘには適用が難しいと考えます｡ 文字で回答す
る場合に, Ｘが今まで生きてきた習性 (冒頭陳述書８頁下から１行目にあ
るように ｢障害者は 『すみません』 と 『ありがとう』 をしじゅう言ってい
ないと生きてこられなかった｣ という点を御想起下さい｡) により, 他人
に迷惑をかけたくない一念から心ならずも筆記を省略してしまう場合もあ
りえます｡
Ｘは発語障害があるため (甲第13号証をご参照下さい｡), 証言聞き取り
が困難になる可能性があります｡ 非障害者でも緊張で証言時に不随意運動
が出た例があります｡ 裁判に準ずる人事委員会の口頭審理は, 独特の緊張
感が生じ, 不随意運動が多くなり, 普段通りの発語が困難になる可能性が
あることをご考慮下さい｡ そのような場合にＸ代理人が文言の補正又は通
訳ができるようにご配慮いただきたいと思います｡ 民事訴訟法第203条の
２ (付添い) の規定を準用していただけないかご検討下さい｡
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３ 聞き違い防止のための録音及び確認のお願い
質問を正確に理解したか確認するため, Ｂにも録音を認めていただきた
いと考えております｡
４ 処分時以前及び尋問時のコミュニケーション力評価峻別に関するお願
い
Ｂが危惧するのは, 現在の尋問のやりとりにより過去のコミュニケーショ
ン力に問題があると判断されることであります｡
第３回口頭審理調書６頁上から４行目で, 本人尋問の方法に関連して,
Ｙ代理人は ｢先ほどの KH証人の証言にもあったように, 本当は３カ月に
一度実施しなければならない面談を実施しなかったのは, そういうコミュ
ニケーションの問題があって, 難しくてできなかったのだということはご
理解いただきたいと思います｡｣ と述べておられます｡ 証人尋問調書 (第
３回口頭審理) ５頁上から17行目でＹ代理人は ｢所属長は４カ月に一度面
談し, 職員レポートに記載することになっていますが, 面談されましたか｡｣
と質問されたのに対し, KH証人は ｢しませんでした｡｣ と答え, 同23行
目でＹ代理人が ｢自分で直接会ってもコミュニケーションが取れないだろ
うとの判断で面談をしていないということですね｡｣ との質問に対し, KH
証人は ｢はい｡｣ と答えておられます｡
医師という専門家であり, しかも重要な人事の判断を下す責任のある
KH証人が, その義務を自ら懈怠した問題は別途論じるとしても, Ｂが危
惧するのは, 上記Ｙ代理人の御発言は, 処分のあった平成21年10月１日以
前のＸのコミュニケーション力と現在のそれとを混同されているように思
われることです｡
Ｘの今日の身体状況は, 処分時の平成21年10月１日以前より, 状況が悪
化していることのご考慮をお願いいたします｡ 甲第11号証に, 聴力が両耳
とも ｢70dB以上｣ とあり, その前の, 交換されたため今はない身体障害
者手帳 (資料コピーをご参照下さい｡) にある ｢60dB以上｣ よりＸの難聴
は重度化しております｡ 本人尋問の際に現在の本人の聴力およびそれに起
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因する表現能力 (言語その他一切を含む) を元に, ３年以上前の評価内容
を正しいと関係者が速断なさらないように切にお願い申し上げます｡
以上
以上のような申し入れを行い, 第４回準備手続が2012年８月１日に行わ
れた｡ Ｂよりコミュニケーション支援員を派遣してもらうことが提案され
たことに対し, 人事委員会より以下の問い合わせがあった｡
｢請求人ご本人の発語内容を正確に理解するため, 可能であれば専門家
を手配することとさせていただきましたが, 現在, Ｎ市には専門家派遣等
の支援制度がないことが分かりましたので, 専門家を別途手配することを
検討しています｡
言葉によるコミュニケーションに支障がある方を支援する専門職として
は, 言語聴覚士があり, Ｎ県職員の中にもこの資格を有する職員がおりま
すので, 現時点では, 職務等の都合がつけば, この資格を持つ職員に依頼
することを考えています｡
なお, 準備手続では, 『専門家の手配ができない場合には健康福祉部以
外の部署に所属している県職員に依頼する』 とさせていただきましたが,
言語聴覚士の資格を有する職員はそのほとんどが健康福祉部に所属してい
るのが現状です｡ このため, 依頼する職員の選任にあたっては, 健康福祉
部に所属する職員（当時, リハビリテーションセンターに勤務していた等,
本事案に直接関わりのある者は除きます）も候補者に含めさせていただき
たいと思いますがいかがでしょうか
(50)
｡｣
これについては, ｢やむをえない｣ 旨の回答がＢより人事委員会に対し
なされた｡
本件はいまだ人事委員会の結論が出ていない｡ それゆえ, 人事委員会の
判断の当否を法学的に論じることは現在できない｡ それゆえ, 本件人事評
価制度がおよそ科学的でなく, 単なる主観に基づいて行われていたこと,
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それが障害者に対してだけでなく非障害者の職員に対しても行われうる可
能性を述べることにより, 巷間行われている ｢人事評価｣ 制度そのものの
問題を明らかにするにとどめ, 人事委員会の結論が出されてから, 再度法
的問題を検討したいと考えている｡
[2012年11月15日]
注
(１) 外務省公定訳和文テキスト（公定訳文案/2009年３月３日版）参照｡
(２) 乙第13号証の１参照｡
(３) 乙第15号証の１～12｡
(４) 乙第15号証の３～12参照｡
(５) 乙第15号証の１～12参照｡
(６) 乙第15号証の１～12参照｡
(７) 乙第15号証の３および４参照｡
(８) 乙第15号証の１および２参照｡
(９) 乙第15号証の３参照｡
(10) 乙第15号証の４参照｡
(11) 乙第15号証の５～12参照｡
(12) 乙第15号証の５｡
(13) 乙第15号証の６～12参照｡
(14) 乙第15号証の１～12｡
(15) 第２回準備手続調書９頁参照｡
(16) 平成22年９月17日付再々答弁書３頁参照｡
(17) 乙第１号証参照｡
(18) 乙第15号証の１参照｡
(19) 乙第15号証の２参照｡
(20) 第２回準備手続調書７頁参照｡
(21) 第２回準備手続調書８頁参照｡
(22) 第３回準備手続調書７頁参照｡
(23) 平成22年９月17日付再々答弁書４頁参照｡
(24) 乙第13号証｡
(25) 乙第15号証の１～12｡
(26) 広島高判昭 (昭和43年６月４日) 『別冊労働法律旬報』 684号５頁 (甲
第４号証), 最二小判 (昭和48年９月14日) 『判例タイムズ』 301号173頁
障害者と降任処分 423
(甲第５号証)｡
(27) 福岡高判 (平成4年11月24日) 『季刊 地方公務員研究』 32号31頁 (甲
第６号証)｡
(28) 『判例タイムズ』 1045号148頁 (乙第21号証)｡
(29) 証人尋問調書 (第１回口頭審理) ５頁参照｡
(30) 証人尋問調書 (第１回口頭審理) ９頁参照｡
(31) 証人尋問調書 (第１回口頭審理) ９･10頁参照｡
(32) 証人尋問調書 (第１回口頭審理) 10頁参照｡
(33) 証人尋問調書 (第１回口頭審理) 14頁参照｡
(34) 証人尋問調書 (第１回口頭審理) 12頁参照｡
(35) 証人尋問調書 (第１回口頭審理) 12頁参照｡
(36) YS証人陳述書８頁参照｡
(37) 証人尋問調書 (第２回口頭審理, YS証人分) 17頁参照｡
(38) 証人尋問調書 (第２回口頭審理, YS証人分) 17頁参照｡
(39) 証人尋問調書 (第３回口頭審理) 5頁参照｡
(40) 証人尋問調書 (第３回口頭審理) 13頁参照｡
(41) 証人尋問調書 (第３回口頭審理) １頁参照｡
(42) 乙第３号証の１ 第６項参照｡
(43) 証人尋問調書 (第３回口頭審理) ８頁参照｡
(44) 証人尋問調書 (第２回口頭審理, YS証人分) 19頁参照｡
(45) 証人尋問調書 (第２回口頭審理) 10頁参照｡
(46) 証人尋問調書 (第２回口頭審理, YS証人分) 13頁参照｡
(47) KN証人陳述書２･３頁参照｡
(48) KN証人陳述書２頁参照｡
(49) 証人尋問調書 (第２回口頭審理, KN証人分) １･２頁参照｡
(50) 2012年10月19日Ｎ県人事委員会からの相談参照｡
(桃山法学 第20･21号 ’12)424
